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皆様、こんにちは。頭取の米本でございます。早速ですが、私より資料に沿いましてご説明させて

いただきます。 
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はじめに、業績の概要です。資金利益は、貸出金末残が前期末比プラス 3.6%、国内業務部門貸出

金利回りが前期比プラス 0.09%と、16 年ぶりに反転した結果、前期比 200 億円増加、役務取引等

利益は 7 億円増加し、5 期連続で過去最高となりました。 

また、株式等関係損益は 181 億円の売却益を計上しました。 

与信関係費用は、新規発生、一般貸倒引当金の増加により前期比 43 億円の増加となりましたが、

単体の当期純利益は 136 億円増加の 742 億円、連結の当期純利益は 118 億円増加の 742 億円とな

り、単体・連結、いずれも 3 期連続で過去最高となりました。 
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資金利益は、右下に記載したとおり、前期の国内預貸金利息は前年比プラス 62 億円、今期につい

ても政策金利横ばいの前提で、ボリューム、利回り双方の要因によりさらなる拡大を見込んでおり

ます。 
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有価証券については、低利回り債の損切りにより、ポートフォリオの改善を図り、円債の平均残存

期間は 0.8 年短縮しました。 

前期末の有価証券評価損益は、ヘッジ勘案後でプラス 1,345 億円、4 月に相場変動がありました

が、現在は前期末と同程度の評価損益まで回復しております。 
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役務取引等利益は、7 億円増加の 308 億円と、5 期連続で過去最高を更新しました。 

預かり資産関連は、投信手数料が増加しましたが、保険手数料の減少で 9 億円の減少、一方で、法

人ソリューション関連は 13 億円増加の 180 億円と、14 期連続で過去最高を更新しました。 
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経費は、賃上げによる人件費増加や、戦略的投資による物件費増加により 46 億円の増加となりま

したが、OHR はトップライン向上により連結で約 2.3 ポイント改善しております。 

既存経費の削減を並行して進めながら、経費増加を大きく上回るトップラインの増加を実現してお

ります。 
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与信関係費用は 102 億円の計上となりました。不良債権比率は 0.91%と、引き続き高い資産健全

性を維持しております。 
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ストレスシナリオにおける今期のストレス下の新規発生見込み額は、合計で 202 億円となってお

ります。本試算は、昨年下期に検証対象を拡大し、かつ米国相互関税の影響を加味したものです。 

今期の業績計画には、新規発生 120 億円を織り込んでおりますが、スライド左下に記載の前期下

期の新規発生実額が予測の 50%程度、予防的前倒し引当を除いた実績では 30%程度であったこと

からも、保守的な計画となっております。 

引き続き、ソリューション検討ミーティングや、アドバイザリー特定先ミーティングなどを通じた

伴走支援を徹底し、与信費用抑制に取り組んでまいります。 
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今期の業績計画です。資金利益を中心に、業務粗利益は 215 億円の増加、役務取引等利益は法人

ソリューションを中心に 7 億円の増加を見込んでおります。株式等関係損益は 20 億円の増加、与

信費用は 27 億円増加の計画としております。 

これらの結果、連結の当期純利益は前年比 107 億円増加の 850 億円を計画しております。なお、

この計画値には政策金利引き上げを織り込んでおりません。 
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中計最終年度の財務目標は 1 年前倒しでおおむね達成し、最終年度の ROE および連結当期純利益

計画を引き上げました。 

次期中計については、詳細を議論しているところではありますが、当行メインシナリオである政策

金利 1.0%を想定した場合、次期中計最終年度・2029 年 3 月期には、東証基準で ROE 9%を超える

ことが視野に入っております。 

また、2031 年 3 月期の目指すべき目標として、株主資本基準の ROE8%程度、連結当期純利益を

1,000 億円としておりましたが、ROE については今期、連結当期純利益については次期中計期間中

に達成見込みです。 

目指すべき 2031 年 3 月期の目標は、政策金利 1.0%前提のもとでは、東証基準の ROE で 10%以

上、連結当期純利益で 1,300 億円超を目指すべき目標として現在のところ考えております。 
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金利上昇影響のシミュレーションとして、今年度の資金利益計画に対する増益計画を試算しており

ます。 

中央、現在の政策金利 0.5%が継続した場合のシミュレーションについては、次期中計最終年度に

向けて 180 億円前後の増益効果、右側、政策金利のターミナルを 1.0%と想定した場合のシミュレ

ーションでは、同様に 450 億円程度の増益効果が見込まれます。 

なお、このシミュレーションには今後のボリューム増加効果は含めておりません。 
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今中計の取り組みにより、PBR、連結 ROE は着実に上昇しております。 

左下にお示ししたように、資本コストについて、市場動向を踏まえて再検証を行った結果、CAPM

で 7%程度、株式益利回りベースで 9%程度と認識しており、エクイティスプレッドがプラスとな

る東証ベース ROE9%を目指し、PBR1 倍超を実現したいと考えております。 
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経営資源配分についてです。ヒトについては、法人対面営業を強化する他、個人営業の個人総合コ

ンサル化により、活動の効率化を進めてまいります。 

左下、投資・経費については、今中計累計でシステム投資経費 200 億円の投下を計画しており、

平均回収期間 3.5 年であることから、次期中計でその成果を回収する計画となっております。 

右側、新事業・デジタルの取り組みについては、前期実績でプラス 10 億円、今期見込みがプラス

15 億円となっており、徐々に収益化が進展しております。 
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当行の成長に向けた考え方について、千葉県、県外、全国の三つのエリアに分けご説明します。 

まず、マザーマーケットである千葉県については、左にあるとおり、人口動態や経済規模などにお

いて優位なマクロ環境にある中、県内の 50%近い方が稼働している口座をお持ちである他、アプ

リの登録者数、貸出金、預金など、強い営業基盤が構築できております。 

当行グループのデジタル、脱炭素、働き方や生産性に関する変革を地域の変革につなげていく、地

域まるごと DX・GX・WX を進めることで、アドバイザリーを含めたあらゆる商品・サービスのシ

ェアの拡大を図ってまいります。 

加えて、ポイントサービスをロイヤリティプログラムと一体的に提供することで、地域内の個人と

法人が好循環を生み出す経済圏、地域エコシステムの構築を目指し、こうした取り組みにより地域

の持続的成長と当行グループの企業価値向上を両立していきたいと考えております。 
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県外については、成長ドライバーとして貸出を伸ばしながら、リスク管理との両立を図っていきま

す。新規出店を進めるとともに、アライアンスによるプレゼンスの向上、AI 格付、AI スコアリン

グや他行口座連携による経営実態の把握を強化してまいります。 

全国については、TSUBASA アライアンスを通じて、プラットフォーマーとしてさまざまなサービ

スやシステムを広げてまいります。次期基幹系システムについては、2028 年から 2030 年にかけ

て、共同化行 5 行が順次移行予定であり、現在、群馬銀行が新たに本システムの移行を検討してお

ります。 
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資本コストを引き下げるためには、業績予想の精度向上を図るとともに、当行が抱える事業リスク

を適切に開示し、投資家の皆さまのリスク認識を下げる必要があると認識しております。 

事業リスクに対しては、当行の財務上の強みである不良債権比率、OHR を一層低下させること

で、事業の安定性を向上させております。また、安定した財務基盤を築くことで、収益のぶれを抑

制し、業績計画を上回る着地を継続しております。 
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キャピタルアロケーションについては、今後積み上がる利益に対して、ベースとなる還元および貸

出金残高の増加を中心とした通常の資本活用を行った上で、ターゲットレンジに向け、戦略的な資

本活用、および追加的な還元に活用してまいります。 

戦略的資本活用については、現在、次期中計での本格的な活用に向け、RAF の高度化に取り組ん

でおり、ROE、OHR などを基準とした合理的なリスクテイクを行っていく方針です。 

リスクアセットを活用する部門や、インオーガニック投資においては、ROE 目線を 10%超とした

投融資判断を行う他、リスクアセットを使わない預かり、キャッシュレス、相続信託などの部門に

ついては、当行グループの OHR の低下に寄与するかどうかという基準で判断を行ってまいりま

す。 

また、DX 投資についても引き続き強化を行ってまいります。 

なお、試算段階ではありますが、メインシナリオにおける戦略的資本活用・追加還元への活用余力

は、次期中計最終年度までの期間において、CET1 比率ベースで 1%から 2%程度と見込まれており

ます。 
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株主還元については、長期目標としていた配当性向 40%程度に見直し、年間 8 円の増配としてお

ります。 
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左側、政策保有株式の対純資産比率はやや増加しましたが、子会社化したエッジテクノロジーを除

いたベースでは、着実に減少しております。 

右側、純投資株式については、計画を上回るペースで売却を進めました。 
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米国相互関税の影響については、海外店投融資、国内貸出金、有価証券ポートフォリオに関連する

リスクが想定されますが、現状は軽微な影響となる見通しです。 

海外投融資については、右上に記載したとおり、信用度の高い先に厳選した投融資を行っており、

関税影響によるデフォルトリスクは限定的です。国内貸出金、有価証券ポートフォリオについて

は、ここまでにご説明したとおりです。 
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お客さまに、便利で役に立つ、魅力ある商品・サービス、顧客体験を提供し続けていきたいと考え

ており、そうした変革の手段が DX です。 

これまでも繰り返しご説明しているように、アプリを利用した取引割合は 3 割から 5 割となってお

り、利便性向上による取引活性化、取引あたりのコスト低減につながっております。 

右側のとおり、稼働顧客へのアプリ浸透率、生産年齢顧客に占めるデジタル顧客の比率は上昇して

おり、アクティブ率、ストア評価も高い水準を維持しております。 
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銀行の中の DX を進め、サービスの DX を進め、地域の DX に貢献し、地域の生産性を向上させて

いくことがわれわれのゴールです。地域まるごと DX の取り組みを加速させていくため、成長投資

を推し進めながら、さらなるトランスフォーメーションを実現してまいります。 
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完全子会社化したエッジテクノロジーとの協業は着実に進捗しております。活用領域Ⅰのデータ活

用により、お客さまのニーズを予測するニーズランクモデルの高度化、活用領域Ⅱの各業務プロセ

スへの AI 活用により、合計 5 億円程度のシナジー効果を今期見込んでおります。 

活用領域Ⅲでは、取引先提案を本格的にスタートし、既に複数社において成約した他、面談の中で

取引先の高いニーズを確認できております。 

AI 教育については、エッジ社が提供する教育プログラムである AI ジョブカレを導入し、基礎編で

ある AI 編については全職員が受講済みで、専門的なデータサイエンス編は任意受講ですが、約

100 人程度が受講を完了しました。 

今後、全職員へ日本ディープラーニング協会が実施する G 検定の受講を推奨していくことを検討

しており、AI ネイティブと言えるような企業グループを目指してまいります。 
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足元、金利の上昇に伴い、預金獲得の重要度が一層高まっていると認識しております。大きなコス

トをかけることなく、利便性の向上と、口座の活性化を通じて個人預金を増加していくことが当行

収益に直結するものと考えており、デジタルの利便性を高め、最高の顧客体験を構築することで、

粘着性の高い預金を積み上げていきたいと考えております。 
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当行の地域エコシステム戦略についてです。先日の IR Day でもご説明しましたので、簡単にご説

明します。 

当行では、アプリとキャッシュレスと地域商社を含めて、地域エコシステムとして展開していく計

画です。地域経済の活性化に貢献していくとともに、当行にとってお客さまのエンゲージメント向

上、粘着性の高い流動性預金の増加、決済取扱高の拡大、ライフタイムバリューの最大化につなが

っていくものと考えております。 
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ファイナンス系の収益がこれまでの法人ソリューション収益の大部分を占めておりましたが、非フ

ァイナンスソリューションについても、足元でしっかりと強化しており、今後の成約につながるス

トック案件も大きく増加しております。 
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アドバイザリー業務については、外部専門家と連携し、経営戦略の策定など、一社一社、オーダー

メイドで課題解決のサポートを行っており、ご相談件数は毎年増加しております。今後もグループ

化したエッジ社も活用し、行内体制の整備を進めていく方針です。 
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M&A・事業承継については、前期収益が過去最高の 14 億円となり、これまでストックしてきた案

件が成約に結び付いております。 
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昨年 9 月に、対象企業の株を 100%保有できるバイアウトファンド「ちばエンゲージメントファン

ド」を立ち上げ、1 号案件を実行しました。 

地元企業の円滑な事業承継、雇用の維持、企業価値向上サポートすることで、地域経済とともに持

続的に発展していくことを目指しております。 
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不動産ファンドについては、昨年 8 月に千葉県内で最大のオフィスビルであるワールドビジネスガ

ーデンを裏付資産としたファンドを組成し、3 月にも第 3 号となる案件に取り組んでおります。 

不動産ファンドへの投融資については、安定稼働時の ROE が非常に高く、当行収益にも大きく貢

献するものと考えております。 
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今中期経営計画最終年度となり、目標となる財務指標目標を引き上げました。 
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当行の強みに沿って、足許の状況をご説明します。 

まずは、営業基盤についてです。左上のグラフに記載のとおり、国内部門の貸出金利回りは 16 期

ぶりに反転しました。 
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貸出金末残は、前年比で約 4,600 億円、3.6%の増加と堅調です。中小企業向け、大規模企業向け

ともに事業者向け貸出が順調に増加した他、住宅ローン、その他消費者ローンも増勢を維持してお

ります。 

特に、2024 年度の設備資金実行額は約 6,600 億円と、前期比 12%増加し、コロナ前の 2020 年 3

月期を 25%上回る水準となっております。 

右下のグラフの預金に関しても順調に増加しており、全体で約 3,200 億円、1.9%の増加、うち

58%は個人預金の増加によるものです。 
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足許の金利上昇の取り込みについてです。金利感応度に関わらず、全ての貸出金について高い追随

率で金利が上昇しております。 
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財務基盤は、左のとおり、OHR、不良債権比率については他行比低位であり、経費効率、資産健

全性は地銀トップクラスだと考えております。 

こうした財務体質を背景に、自己資本比率についても、2025 年 3 月末のバーゼル III 最終化完全実

施基準・有価証券評価差額金除きの CET1 比率は 11.97%であり、50%を超える総還元を行ってい

る中でも十分な水準を維持することができております。 
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TSUBASA アライアンスは、基幹系システムを皮切りに、幅広い分野での連携により、トップライ

ン向上、経費抑制効果を発揮しております。 
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首都圏のプレゼンス向上を目指した千葉・武蔵野アライアンス、千葉・横浜パートナーシップとも

に効果額を積み上げております。 

  



 
 

 

38 
 

 

TSUBASA・じゅうだん会は、既に実施済みの共同化施策もあり、今後の複数の共同化施策案につ

いても議論を開始しております。 

ソニー銀行との提携は、2025 年 4 月には、房総横断鉄道たすきプロジェクトの企画において、車

両 3D モデルである、たすき NFT を配布、またサステナブル分野の連携においては、ひまわりグ

リーンエナジーによるソニー銀行への非化石証書購入仲介を実施しました。 

  



 
 

 

39 
 

 

個人ビジネスでは、アプリ、Web、ホームページ、メールなどのデジタル接点を通じて得られるあ

らゆるデータを統合し、活用する、分析・マーケティング基盤の構築が 3 月に完了しました。 

データ活用をさらに高度化させることにより、対面・非対面双方において、「気になっていたら、

ちょうどちばぎんから〇〇がきた」と感じてもらえるような顧客体験のさらなる変革を進めてまい

ります。 
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右上のとおり、顧客数は 2023 年 3 月末比で約 9 万人増加、うちデジタル顧客は 142 万人、35%と

なりました。 

右下のとおり、この間、個人部門の業務粗利益は 379 億円から 414 億円へと 35 億円増加しまし

た。 

デジタル顧客を増やすとともに、データ活用によりお客さまの解像度を高め、商品・サービスの利

用を促進することで、一人あたりの業務粗利益の増加を目指してまいります。 
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キャッシュレスについては、左のグラフで示したとおり、グループ全体のカードの会員数、加盟店

数、取扱高が引き続き増加しております。 

また、プラットフォームを進化させ、お客さまの利便性向上を追求するために、新たにマレーシア

の Soft Space というフィンテックベンチャーと提携しました。当社は、スマホ型の決済端末によ

る加盟店システムや、アプリにおけるウォレット機能等に強みを持っており、よりよいサービスを

提供してまいります。 
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続いて、新規事業についてご説明します。金融領域、非金融領域の両面について、事業領域を拡大

し、地域の社会的課題に対するソリューションを高度化しております。 

右側に、主な取り組みを記載しております。ちばぎん商店については、EC サイト、クラウドファ

ンディング事業を中心に、2 期連続で安定した黒字を確保し、住宅コンシェルジュサービスの本格

展開に向けて、態勢を整備しております。 

アンチマネロン領域では、第四北越・中国・北洋・野村総研との共同出資会社である TSUBASA-

AML センターについて、2025 年 4 月に業務を開始しました。 

また、当行グループの第 1 次産業の中核企業として、農作物の生産・販売を手がけるフレッシュフ

ァームちばを完全子会社化しました。 

新事業のさらなる強化に向けて、7 月に経営企画部の部内室として新事業戦略室を新設、態勢強化

を図ってまいります。 
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人材育成方針を中心に、キャリアステップ支援、働きがい、多様性のある組織、グループ一体運

用、人材ポートフォリオの五つについて、各種施策を進めております。 

各種 KPI は記載のとおり進捗しており、右下にありますとおり、一人あたりの生産性を向上させ

てまいります。 
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今年度も、昨年に引き続き平均 7%程度の賃上げを実施します。賃上げの一環として、業績と従業

員報酬の連動強化を図るため、持株奨励金制度を拡充します。左下に記載したように、採用競争力

は引き続き高く、新卒採用・キャリア採用ともに積極的に行っていく計画です。 

さまざまな取り組みを継続した結果として、職員のエンゲージメントスコアは、2023 年 10 月の調

査開始以降、継続的に上昇しており、引き続き職員の声をしっかりと聞きながら PDCA を回すこ

とで、多様な人材がモチベーション高く業務に取り組める環境を構築してまいります。 
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2031 年のカーボンニュートラル達成に向け、年間の一次エネルギー消費量が正味ゼロ、またはマ

イナスの建築物として、千葉県内金融機関初の ZEB 認証取得店舗を設置しました。 

また、地域事業者の脱炭素経営を包括的にサポートする融資制度として、ちばぎんスマートローン

の提供を開始しました。 
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グループ横断的なサステナビリティ経営を進めるため、4 月に CSuO を新たに配置しました。 
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業務改善計画の進捗についてです。パーパス・ビジョンを経営の軸、役職員一人ひとりの判断の軸

として、お客さまをはじめとする関係する皆さまからの信頼感回復に努めてまいります。 
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業務改善計画に基づく取り組みを進めた結果、右側に記載したとおり、CX 指標や NPS などのお客

さまに関する調査、エンゲージメントサーベイやコンプライアンスアンケートなどの社内調査のス

コアはともに着実に改善しております。 

引き続き、内部・外部の声を収集しながら、改善施策を進めてまいりたいと考えております。 

私からの説明は以上です。 


